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議案第８０号 

 

令和７年度登米市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 令和７年度登米市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる｡ 

 

（業務の予定量） 

第２条 令和７年度登米市下水道事業会計予算（以下「予算」とい

う。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する｡ 

（３）主な建設改良事業 （既決予定量） （補正予定量） （計） 

ア 管路整備事業  617,369 千円 △3,206 千円 614,163 千円

イ 処理施設整備事業  702,312 千円 3,455 千円 705,767 千円

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第９款 下水道事業費用 3,756,022 千円 52,821 千円 3,808,843 千円

第１項 営業費用 3,454,789 千円 52,821 千円 3,507,610 千円

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 954,108 千円は、過年度

分損益勘定留保資金 238,843 千円、当年度分損益勘定留保資金

646,790 千円」を「不足する額 948,229 千円は、過年度分損益勘定留

保資金 231,605 千円、当年度分損益勘定留保資金 648,149 千円」に改

め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第１１款 資本的支出 3,554,851 千円 △5,879 千円 3,548,972 千円

第１項 建設改良費 1,333,038 千円 △5,879 千円 1,327,159 千円

 

 

 

- 3 -



 
 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第９条に定めた議会の議決を経なければ流用することので

きない経費の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

職員給与費 166,313 千円 43,792 千円 210,105 千円

 

令和７年 12 月２日提出 

 

登米市長  熊 谷 康 信 
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（１）収益的収入及び支出

支　　出

（単位：千円）

款

3,756,022 52,821 3,808,843

1 営 業 費 用 3,454,789 52,821 3,507,610

1 管 渠 費 216,412 0 216,412

2 ポ ン プ 場 費 13,350 0 13,350

3 処 理 場 費 908,584 16,113 924,697

4
流 域 下 水 道
管 理 運 営 費 負 担 金

23,995 0 23,995

6 業 務 費 80,169 △ 3,833 76,336

7 総 係 費 113,884 40,541 154,425

8 減 価 償 却 費 2,095,390 0 2,095,390

9 資 産 減 耗 費 3,005 0 3,005

2 営 業 外 費 用 285,788 0 285,788

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

285,788 0 285,788

3 特 別 損 失 445 0 445

4 臨 時 損 失 225 0 225

5 過 年 度 損 益 修 正 損 220 0 220

4 予 備 費 15,000 0 15,000

1 予 備 費 15,000 0 15,000

１．令和７年度登米市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

項 目 既決予定額 補正予定額 計

 
９
 
下
　
水
　
道
　
事
　
業
　
費
　
用
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（２）資本的収入及び支出

支　　出

（単位：千円）

款

11
3,554,851 △ 5,879 3,548,972

1 建 設 改 良 費 1,333,038 △ 5,879 1,327,159

1 管 路 整 備 費 617,369 △ 3,206 614,163

3 処 理 施 設 整 備 費 702,312 3,455 705,767

4
流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

3,500 0 3,500

6 管 理 施 設 整 備 費 9,857 △ 6,128 3,729

2 企業債償還金 2,220,757 0 2,220,757

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

2,212,065 0 2,212,065

2 そ の 他 の 企 業 債 8,692 0 8,692

3 基 金 積 立 金 1,056 0 1,056

1 基 金 積 立 金 1,056 0 1,056

計

　
資
　
本
　
的
　
支
　
出

項 目 既決予定額 補正予定額
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

（令和６年度決算ベース）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 230 △ 52,266 △ 52,036

減価償却費 2,095,390 2,095,390 0

貸倒引当金の増減額(△は減少) 282 282 0

退職給付引当金の増減額(△は減少) 3,444 38,080 34,636

賞与等引当金の増減額(△は減少) 18 798 780

長期前受金戻入額 △ 1,209,260 △ 1,209,260 0

受取利息及び受取配当金 △ 162 △ 162 0

支払利息 285,788 285,788 0

固定資産除却損益（△は益） 3,005 3,005 0

未収金の増減額(△は増加) △ 38,821 △ 39,057 △ 236

前払金の増減額(△は増加) 208,956 208,956 0

未払金の増減額(△は減少) △ 19,554 △ 19,554 0

前受金の増減額(△は減少) △ 60,760 △ 60,760 0

小計 1,268,096 1,251,240 △ 16,856

利息及び配当金の受取額 162 162 0

利息の支払額 △ 285,788 △ 285,788 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 982,470 965,614 △ 16,856

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,912,029 △ 1,906,699 5,330

無形固定資産の取得による支出 △ 3,182 △ 3,182 0

基金の積立による支出 △ 1,056 △ 1,056 0

基金積立金の取崩による収入 22,716 22,716 0

国・県補助金による収入 683,694 683,694 0

分担金及び負担金による収入 21,477 21,477 0

他会計からの出資による収入 480 480 0

未収金の増減額(△は増加) △ 426 △ 426 0

未払金の増減額(△は減少) 81,002 81,002 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,107,324 △ 1,101,994 5,330

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

2,024,700 2,024,700 0

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 2,220,757 △ 2,220,757 0

他会計からの出資による収入 535,672 535,672 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 339,615 339,615 0

　 資金増加額 214,761 203,235 △ 11,526

 　資金期首残高 498,453 498,453 0

　 資金期末残高 713,214 701,688 △ 11,526

２．令和７年度登米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第２号）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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３．給　与　費
　１　総　　括

給　　　　　与

特別職(※1) 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

12
(2)
18

146 80,044

12
(3)
19

146 77,394

0
(△1)

△1
0 2,650

時間外勤務手当 　管理職員特別

（千円） 　勤務手当（千円）

補 正 後 4,292 63

補 正 前 4,104 42

比 較 188 21

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 2,580 846

補 正 前 1,860 662

比 較 720 184

給　　　　　与

特別職(※1) 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

12
(1)
18

146 77,960

12
(1)
19

146 73,442

0
(0)
△1

0 4,518

時間外勤務手当 　管理職員特別

（千円） 　勤務手当（千円）

補 正 後 4,292 63

補 正 前 4,104 42

比 較 188 21

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 2,580 846

補 正 前 1,860 662

比 較 720 184

区 分
職　員　数

補 正 後

補 正 前

比 較

　注：（　）内は「ア　会計年度任用職員以外の職員」の再任用短時間勤務職員及び「イ　会計　年度任用職員」のパートタイム職員外書き

  注：（※１）は上下水道事業運営審議会委員の総数を記載している。

手
当
の
内
訳

区　　　　　分
扶養手当

（千円）

3,540

2,244

1,296

区　　　　　分
住居手当

（千円）

1,356

2,831

△ 1,475

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区 分
職　員　数

補 正 後

補 正 前

比 較

　注：（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

  注：（※１）は上下水道事業運営審議会委員の総数を記載している。

手
当
の
内
訳

区　　　　　分
扶養手当

（千円）

3,540

2,244

1,296

区　　　　　分
住居手当

（千円）

1,356

2,831

△ 1,475
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明　細　書

　　　　　費

　手　当（※２） 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

102,824 183,014 27,091 210,105

63,759 141,299 25,014 166,313

39,065 41,715 2,077 43,792

注：（※２）は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,611 19,122 16,315 1,720

1,052 17,683 14,831 2,279

559 1,439 1,484 △ 559

退職給付費(※) 合計

（千円） （千円）

51,379 102,824

16,171 63,759

35,208 39,065

注：（※）は引当金繰入額を含む。

　　　　　費

　手　当（※２） 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

102,022 180,128 26,594 206,722

62,243 135,831 24,114 159,945

39,779 44,297 2,480 46,777

注：（※２）は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,611 18,683 15,952 1,720

1,052 16,859 14,139 2,279

559 1,824 1,813 △ 559

退職給付費(※) 合計

（千円） （千円）

51,379 102,022

16,171 62,243

35,208 39,779

注：（※）は引当金繰入額を含む。

法定福利費(※２) 合　計

　注：（　）内は「ア　会計年度任用職員以外の職員」の再任用短時間勤務職員及び「イ　会計　年度任用職員」のパートタイム職員外書き

法定福利費(※２) 合　計
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給　　　　　与

特別職 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

0
（1）

0
0 2,084

0
（2）

0
0 3,952

0
（△1）

0
0 △ 1,868

  注：（　）内はパートタイム職員外書き

時間外勤務手当 　管理職員特別

（千円） 　勤務手当（千円）

補 正 後 0 0

補 正 前 0 0

比 較 0 0

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 0 0

補 正 前 0 0

比 較 0 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員一人当り給与

　イ　会計年度任用職員

区 分
職　員　数

補 正 後

補 正 前

比 較

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

手
当
の
内
訳

区　　　　　分
扶養手当

（千円）

給　　料 2,650

手　　当 39,065

区　　　　分 企業職

補　　正　　後
令和７年11月１日現在

平均給料月額（円） 348,949

平均給与月額（円） 386,458

平 均 年 齢 （歳） 45歳10月

区　　　　　分
住居手当

（千円）

補　　正　　前
令和７年４月１日現在

平均給料月額（円） 331,237

平均給与月額（円） 367,579

平 均 年 齢 （歳） 41歳8月

0

0

0

0

0

0
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　　　　　費

手　当 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

802 2,886 497 3,383

1,516 5,468 900 6,368

△ 714 △ 2,582 △ 403 △ 2,985

管理職手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 439 363 0

0 824 692 0

0 △ 385 △ 329 0

退職給付費 合計

（千円） （千円）

0 802

0 1,516

0 △ 714

2,554

0

96

11,473

27,592

（２）初任給

企　業　職

（円）

高　校　卒 200,300

大　学　卒 232,000

法定福利費 合　計

増減事由別内訳（千円） 備　　　　　　　　　考

令和７年人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減

令和７年人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減

区　　分
一般会計の制度（円）

行政職

200,300

232,000
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（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
１級 4 22.2
２級 1 5.6

(1) (100.0)
0 0.0

４級 7 38.8
５級 3 16.7
６級 1 5.6
７級 2 11.1
８級 0 0.0

(1) (100.0)
18 100.0

１級 4 21.0
２級 3 15.8

(1) (100.0)
1 5.3

４級 6 31.6
５級 3 15.8
６級 2 10.5
７級 0 0.0
８級 0 0.0

(1) (100.0)
19 100.0

注 :（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（４）昇給
合　計 企業職

18 18
15 15

１号俸（人） 0 0
２号俸（人） 0 0
３号俸（人） 0 0
４号俸（人） 15 15

83.3% 83.3%
19 19
18 18

１号俸（人） 0 0
２号俸（人） 0 0
３号俸（人） 0 0
４号俸（人） 18 18

94.7% 94.7%

（５）期末手当・勤勉手当
支給率計

６月（月分） 12月（月分） 　　 （月分）
補正後 2.300(1.200) 2.350(1.250) 4.65(2.450)
補正前 2.300(1.200) 2.300(1.200) 4.60(2.400)

一般会計の制度 2.300(1.200) 2.350(1.250) 4.65(2.450)
注 :（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

企業職

３級

合計

３級

区分

補　　正　　後
令和７年11月１日現在

有
有
有

補正前

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

区　　　分
支給期別支給率

区　　　分

合計

制度上の段階、職務の
級等による加算措置

補正後

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

補　　正　　前
令和７年４月１日現在

- 14 -



(単位：千円）
１  営業収益
（１）  下水道使用料 970,680
（２）  他会計負担金 43,167
（３）  その他営業収益 560 1,014,407

２  営業費用
（１）  管渠費 196,824
（２）  ポンプ場費 12,142
（３）  処理場費 846,720
（４）  流域下水道管理運営費負担金 21,814
（５）  業務費 69,871
（６）  総係費 150,963
（７）  減価償却費 2,095,390
（８）  資産減耗費 3,005 3,396,729

営業利益 △ 2,382,322

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 162
（２）  他会計補助金 1,383,818
（３）  国・県補助金 52,200
（４）  負担金補助金及び補償金 7,730
（５）  長期前受金戻入 1,209,260
（６）  雑収益 264 2,653,434

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 285,788
（２）  雑支出 37,360 323,148 2,330,286

経常利益 △ 52,036

５  特別利益
（１）  その他特別利益 178 178

６  特別損失
（１）  臨時損失 206
（２）  過年度損益修正損 202 408 △ 230

７  当年度純利益（△損失） △ 52,266

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 2,380

９  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） △ 49,886

４．令和７年度登米市下水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 783,646

イ  建　　　物 1,888,305

  減価償却累計額 △ 355,882 1,532,423

ウ  構　築  物 60,919,844

  減価償却累計額 △ 10,222,222 50,697,622

エ  機械及び装置 6,923,830

  減価償却累計額 △ 2,355,910 4,567,920

オ  車 両 運 搬 具 255

  減価償却累計額 △ 88 167

カ  工具器具及び備品 9,347

  減価償却累計額 △ 5,616 3,731

キ  建設仮勘定 376,509

 有形固定資産合計 57,962,018

(2) 無形固定資産

ア  施設利用権 301,188

イ  電話加入権 17,496

 無形固定資産合計 318,684

(3) 投資その他の資産

ア  基金 43,983

 投資その他の資産合計 43,983

 固 定 資 産 合 計 58,324,685

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 701,688

(2)  未 収 金 173,778

 貸倒引当金 △ 2,855 170,923

(3)  その他流動資産 10

流 動 資 産 合 計 872,621

資  産  合  計 59,197,306

５．令和７年度登米市下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 76,919

 企業債合計 20,624,614

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 182,017

 引当金合計 182,017

 固 定 負 債 合 計 20,806,631

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 8,762

 企業債合計 2,364,018

(2) 未　払　金 223,586

(3) 引  当  金

ア  賞与等引当金 10,213

 引当金合計 10,213

(4) その他流動負債 378

流 動 負 債 合 計 2,598,195

５  繰　延　収　益

 長期前受金 40,168,003

 収益化累計額 △ 7,597,228

 繰延収益合計 32,570,775

負   債   合   計 55,975,601

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 繰入資本金（出資金） 2,460,744

資  本  金  合  計 2,460,744

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 29,736

イ  受益者分担金及び負担金 7,954

ウ  国・県補助金 711,061

エ  他会計繰入金 44,600

オ  その他資本剰余金 17,496

資 本 剰 余 金 合 計 810,847

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処理欠損金 49,886

利 益 剰 余 金 合 計 △ 49,886

剰   余   金   合   計 760,961

資    本     合     計 3,221,705

負  債  資  本  合  計 59,197,306

20,547,695

2,355,256
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６．注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   令和２年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           8年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 50年 

       機械及び装置       6年 ～ 35年 

       車両           4年 

       工具器具及び備品     3年 ～ 5年 

 

(2) 無形固定資産  

     ・減価償却の方法   定額法 

       施設利用権        45年 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（206,440 千円）から、宮城県市町

村職員退職手当組合における積立金相当額（24,423 千円）を控除した額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、679,481千円である。 
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Ⅲ セグメント情報 

 １ 報告セグメントの概要 

   登米市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事

業、特定地域生活排水処理事業、及び個別排水処理事業を運営していることから、５つの報告

セグメントとしている。 

   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
 

セグメント区分 事業の内容 

公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

特定環境保全公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

農業集落排水事業 汚水及び雨水処理業務 

特定地域生活排水処理事業 汚水処理業務 

個別排水処理事業 汚水処理業務 

 

 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

 

   当年度 （自 令和７年４月１日  至 令和８年３月31日）   （単位：千円 税抜） 

   

 

Ⅳ リース契約により使用する固定資産 

 １ リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理としている。 

 

   未経過リース料相当額は、下記の通り。 

   (1)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１年内    369千円 

  １年超     370千円  

  合計     739千円  

 

 

   

 

 

項目 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業

農業集落
排水事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

営業収益 390,548 270,518 244,696 103,162 5,483 1,014,407

営業費用 978,149 970,365 1,137,525 287,655 23,035 3,396,729

営業損益 △ 587,601 △ 699,847 △ 892,829 △ 184,493 △ 17,552 △ 2,382,322

経常損益 29,286 △ 28,381 △ 17,926 △ 30,437 △ 4,578 △ 52,036

セグメント資産 21,033,551 17,336,690 19,091,037 1,687,618 48,410 59,197,306

セグメント負債 19,765,949 16,307,100 18,211,593 1,655,576 35,383 55,975,601

その他の項目

　一般会計繰入金

　（収益的収入） 380,832 429,641 458,457 144,036 14,019 1,426,985

　（資本的収入） 196,705 186,414 139,318 12,096 1,619 536,152

　減価償却費 674,970 602,807 737,130 75,525 4,958 2,095,390

　特別利益 4 21 153 0 0 178

　特別損失 77 81 227 22 1 408

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額 1,130,893 236,653 435,087 107,248 0 1,909,881
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Ⅴ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

令和７年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費

として9,415千円を使用する見込みである。 

 

２ 貸倒引当金の取崩し 

   令和７年度において、債権の不納欠損処分 168 千円に対して、貸倒引当金 168 千円を使用

する見込みである。 
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７．収 益 的 収 入

 支　　出

9 下水道事業 3,756,022 52,821 3,808,843
費 用

1 営 業 費 用 3,454,789 52,821 3,507,610

3 処 理 場 費 908,584 16,113 924,697

6 業 務 費 80,169 △ 3,833 76,336

7 総 係 費 113,884 40,541 154,425

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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及 び 支 出 見 積 書

1 職 員 給 与 費 6,188 一般職員　５名　会計年度任用職員　１名
　給料 4,062
　手当 447
　法定福利費 1,473
　退職手当組合負担金 206

2 賞 与 等 引 当 金 647 賞与等引当金繰入額 647
繰 入 額

20 修 繕 費 9,278 公共下水道処理場修繕 △ 1,300
農業集落排水処理場修繕 6,470
浄化槽修繕 4,108

1 職 員 給 与 費 △ 3,513 一般職員　１名
　給料 △ 1,675
　手当 △ 950
　法定福利費 △ 636
　退職手当組合負担金 △ 252

2 賞 与 等 引 当 金 △ 320 賞与等引当金繰入額 △ 320
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 5,452 一般職員　８名
　給料 1,253
　手当 2,985
　法定福利費 745
　退職手当組合負担金 469

2 賞 与 等 引 当 金 453 賞与等引当金繰入額 453
繰 入 額

7 退 職 給 付 費 34,636 退職給付引当金繰入額 34,636

説　　明

千円

区　　分 金　額
千円

節
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８．資 本 的 収 入

支　　出

11 資本的支出 3,554,851 △ 5,879 3,548,972

1 建 設 改 良 費 1,333,038 △ 5,879 1,327,159

1 管 路 整 備 費 617,369 △ 3,206 614,163

3 処 理 施 設 702,312 3,455 705,767
整 備 費

6 管 理 施 設 9,857 △ 6,128 3,729
整 備 費

款 項 目

千円 千円 千円

既決予定額 補正予定額 計
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及 び 支 出 見 積 書

4 事 務 費 △ 3,206 職員給与費（一般職員　１名）
　給料 △ 1,506
　手当 △ 1,059
　法定福利費 △ 414
　退職手当組合負担金 △ 227

4 事 務 費 3,455 職員給与費（一般職員　４名）
　給料 516
　手当 1,801
　法定福利費 762
　退職手当組合負担金 376

2 機 器 整 備 費 △ 6,128 下水道事業会計情報系端末更新 △ 6,128

千円千円

区　　分
説　　明

節
金　額
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Ａ Ｂ

令和７年度 令和７年度 Ｃ Ｄ

補正第１号
(令和６年度決算ベース)

補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 Ａ 営業収益 1,014,407 1,014,407 0 0.0%

2 １下水道使用料 970,680 970,680 0 0.0%

3 ２他会計負担金 43,167 43,167 0 0.0%

4 ３その他営業収益 560 560 0 0.0%

5 Ｂ 営業費用 3,344,693 3,396,729 52,036 1.6%

6 １管渠費 196,824 196,824 0 0.0%

7 ２ポンプ場費 12,142 12,142 0 0.0%

8 ３処理場費 831,412 846,720 15,308 1.8%

9 ４流域下水道管理運営費負担金 21,814 21,814 0 0.0%

10 ５業務費 73,704 69,871 △ 3,833 △ 5.2%

11 ６総係費 110,402 150,963 40,561 36.7%

12 ７減価償却費 2,095,390 2,095,390 0 0.0%

13 ８資産減耗費 3,005 3,005 0 0.0%

14 Ｃ 営業利益(△損失) (Ａ－Ｂ) △ 2,330,286 △ 2,382,322 △ 52,036 △ 2.2%

15 Ｄ 営業外収益 2,653,434 2,653,434 0 0.0%

16 １受取利息及び配当金 162 162 0 0.0%

17 ２他会計補助金 1,383,818 1,383,818 0 0.0%

18 ３国・県補助金 52,200 52,200 0 0.0%

19 ４負担金補助金及び補償金 7,730 7,730 0 0.0%

20 ５長期前受金戻入 1,209,260 1,209,260 0 0.0%

21 ６雑収益 264 264 0 0.0%

22 Ｅ 営業外費用 323,148 323,148 0 0.0%

23 １支払利息 285,788 285,788 0 0.0%

24 ２雑支出 37,360 37,360 0 0.0%

25 Ｆ 経常利益(△損失) (Ｃ＋Ｄ－Ｅ) 0 △ 52,036 △ 52,036 -

26 Ｇ 特別利益 178 178 0 0.0%

27 Ｈ 特別損失 408 408 0 0.0%

28 Ｉ 当年度純利益(△損失) (Ｆ＋Ｇ－Ｈ) △ 230 △ 52,266 △ 52,036 △ 22,624.3%

29 Ｊ 前年度繰越利益剰余金(△欠損失) 2,380 2,380 0 0.0%

30 Ｋ
当年度未処分利益剰余金
(△未処理欠損金)

2,150 △ 49,886 △ 52,036 △ 2,420.3%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和７年度 令和７年度 Ｃ Ｄ

補正第１号
(令和６年度決算ベース)

補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 固 定 資 産 58,330,015 58,324,685 △ 5,330 0.0%

2    有形固定資産 57,967,348 57,962,018 △ 5,330 0.0%

3       土地 783,646 783,646 0 0.0%

4       建物 1,532,423 1,532,423 0 0.0%

5       構築物 50,700,865 50,697,622 △ 3,243 0.0%

6       機械・装置 4,564,435 4,567,920 3,485 0.1%

7       車両運搬具 167 167 0 0.0%

8       工具・器具・備品 9,303 3,731 △ 5,572 △ 59.9%

9       建設仮勘定 376,509 376,509 0 0.0%

10     無形固定資産 318,684 318,684 0 0.0%

11     投資その他の資産 43,983 43,983 0 0.0%

12 流 動 資 産 883,911 872,621 △ 11,290 △ 1.3%

13    現金預金 713,214 701,688 △ 11,526 △ 1.6%

14    未収金 173,542 173,778 236 0.1%

15    貸倒引当金 △ 2,855 △ 2,855 0 0.0%

16 　 その他流動資産 10 10 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 59,213,926 59,197,306 △ 16,620 0.0%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 20,771,995 20,806,631 34,636 0.2%

19    企業債 20,624,614 20,624,614 0 0.0%

20    退職給付引当金 147,381 182,017 34,636 23.5%

21 流 動 負 債 2,597,415 2,598,195 780 0.0%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 2,364,018 2,364,018 0 0.0%

23    未払金 223,586 223,586 0 0.0%

24    賞与等引当金 9,433 10,213 780 8.3%

25    その他流動負債 378 378 0 0.0%

26 繰 延 収 益 32,570,775 32,570,775 0 0.0%

27    長期前受金 32,570,775 32,570,775 0 0.0%

28 負 債 合 計 (18+21+26) 55,940,185 55,975,601 35,416 0.1%

29 資  本  金 2,460,744 2,460,744 0 0.0%

30       繰入資本金（出資金） 2,460,744 2,460,744 0 0.0%

31 剰  余  金 812,997 760,961 △ 52,036 △ 6.4%

32    資本剰余金 810,847 810,847 0 0.0%

33       受贈財産評価額 29,736 29,736 0 0.0%

34       受益者分担金及び負担金 7,954 7,954 0 0.0%

35       国・県補助金 711,061 711,061 0 0.0%

36 　　　他会計繰入金 44,600 44,600 0 0.0%

37 　　　その他資本剰余金 17,496 17,496 0 0.0%

38    利益剰余金（△欠損金） 2,150 △ 49,886 △ 52,036 △ 2,420.3%

39
      当年度未処分利益剰余金
　　　（△未処理欠損金）

2,150 △ 49,886 △ 52,036 △ 2,420.3%

40 資 本 合 計 (29+31) 3,273,741 3,221,705 △ 52,036 △ 1.6%

41 負 債 ・ 資 本 合 計 59,213,926 59,197,306 △ 16,620 0.0%

10．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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